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25日に、それぞれ控訴審において相手方の控訴が棄
却されたのち、2013年2月28日・4月25日に最高裁に
おいて上告却下となり、判決が確定した。

　上記（１）、（２）で述べたとおり、用地交渉などの
進展の結果、2018年8月末の空港用地内の未買収地
は、敷地内居住者2件1.7ha、敷地外居住者4件0.6ha、
一般共有地3件0.5ha、一坪共有地2件0.1haで、合計
2.9haとなっている。

（３）北伸、空港容量拡大に係る用地の取得
　2005年8月4日に国土交通大臣より「平行滑走路北

伸」の指示がなされたことを受けて進めていた北伸整
備に伴う用地の取得については、2009年3月に完了し
た。また、成田空港の容量拡大に向けた整備に伴うB
滑走路西側誘導路用地の取得については2010年6月
に完了した。
　2014年4月25日に、第3旅客ターミナルビルのさら
なる効率運用を図る施設整備のため、飛行場の範囲
を拡大する飛行場変更許可を得たことから、用地の
取得に向けて、地権者と順次協議を行ってきたところ、
2018年8月末時点で、ほぼ取得を完了している。（資料
編1 「6 未買収地の現状」参照）

7 NAAの民営化

1 空港名も「成田国際空港」に改称

　2000年12月1日、「行政改革大綱」が閣議決定され
たのを受け、2001年12月18日「特殊法人等整理合理
化計画」が策定され、2002年中に国際拠点空港の経
営形態のあり方について結論を得ることが決まった。
同年4月5日、国土交通省交通政策審議会第1回航空
分科会が開催され、その中の空港整備部会において、
全15回の審議が行われた。審議の過程では民営化の
方法をめぐり、さまざまな意見が出されたが、同年12
月6日の第3回航空分科会にて「経営責任の明確化と
経営の効率性の観点から各空港毎に一体として民営化
を進めることを基本方針」とし、「成田、関西、中部の
3国際拠点空港をそれぞれ単独で民営化する」ことが
最終答申された。
　これを受けて、国土交通省でNAAを民営化するため
の特殊会社法案づくりが進められ、2003年3月11日
に「成田国際空港株式会社法案」が閣議決定され、第
156回通常国会で審議される運びとなり、同年7月11日
に「成田国際空港株式会社法」が可決、成立し、同18

日に公布された。
　法案の成立を受け、2003年11月28日には、国土交通
省が任命した経済界や業界団体の代表、学識経験者
など11人で構成された委員により、NAAを民営化するた
めの第1回設立委員会が開催された。2004年3月16日
には、第3回設立委員会が開催され、新会社の定款案
や役員候補者案など、創立総会に付議する6議案が協
議され了承された。同23日、都内のホテルにて「成田国
際空港株式会社」の創立総会と第1回取締役会が開か
れ、役員人事が決定された。会長には民間からの起用
となった松橋功氏（JTB取締役相談役〔当時〕）、初代社
長には、NAA総裁（当時）の黒野匡彦が、副社長には
NAA副総裁（当時）の玉造敏夫がそれぞれ選任された。
　新会社が発足した4月1日は「成田国際空港株式会
社」の表札除幕式に始まり、民営化後初めて出発する
一番機の記念式典が第2旅客ターミナルビルにおいて
行われた。
　また、新会社発足に併せて、空港名も「新東京国際
空港」から「成田国際空港」に改称された。

■ 2004年4月の民営化を機にロゴマークを一新
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▲旧NAA本社ビル （1996年7月から2007年4月まで） 


